
■施策（診療報酬）提案シート

番号 項目

1 分野番号

2 分野名

3 施策番号

4 施策名

5 施策の概要（目的）

6 施策の概要（対象）

7
施策の概要（改定内容、
新たに評価する内容な
ど）

8 施策の概要（必要性）

9
有効性（学会のガイドライ
ンやエビデンスなどを含
め）

10 ニーズの状況

11
平成22年度診療報酬改
定における反映状況

12 「予算」「制度」との対応

13 備考

内容

11

疾病別（がんの種類別）の対策

B-27

小児がんと希少がん

小児がんや希少がんの診療の充実と、小児がん患者の療養生活のサポートを図るこ
とを目的とする。

小児がんや希少がんを診療する専門施設・診療科

小児がん専門施設・診療科や都道府県拠点病院などにおいては、小児がんや診断
の困難な希少がん（例：褐色細胞腫、成人T細胞白血病）の診断・治療、当該医療機
関や診療科での専門医による中央診断システム、調剤に要する手間、子どものため
の遊戯スペースなどを設置し、チャイルドライフスペシャリストなどで対応している社会
サポートに対して、さらなる加算をする。

小児がんや希少がんなど、患者数の少ないがんについての医療機関のインセンティ
ブが乏しく、医療機関は恒常的に赤字での診療を余儀なくされており、医療機関内で
の不採算部門としての閉鎖など、診療内容に影響が出る懸念がある。

小児がんや希少がんなどでは、病理医の不足により診断の精度向上が求められてお
り、中央診断体制の構築が不可欠である。また、小児がん患者の心身の健全な育成
のためには、小児がん患者の療養生活を向上するための環境整備が不可欠である。

アンケートやタウンミーティングにおいて、小児がんや希少がん対策の推進を求める
意見が出ている。

平成22年度診療報酬改定においては、反映されていない。ただし、改定では、重点
課題として「救急、産科、小児、外科等の医療の再建」が掲げられており、小児医療に
関わる領域については、一定の評価がされていると考えられる。たとえば、小児入院
医療管理料や乳幼児加算の引き上げ、手術に幼児（3歳以上6歳未満）加算を創設す
るなどの評価が行われている。

小児がんと希少がんについては、「小児がんと希少がんへの拠点病院制度」〔C-36〕、
「小児がんと希少がんに対する包括的対策の推進」〔A-74〕などが、特に関係がある。
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■施策（診療報酬）提案シート

番号 項目

1 分野番号

2 分野名

3 施策番号

4 施策名

5 施策の概要（目的）

6 施策の概要（対象）

7
施策の概要（改定内容、
新たに評価する内容な
ど）

8 施策の概要（必要性）

9
有効性（学会のガイドライ
ンやエビデンスなどを含
め）

10 ニーズの状況

11
平成22年度診療報酬改
定における反映状況

12 「予算」「制度」との対応

13 備考

内容

11

疾病別（がんの種類別）の対策

B-28

長期生存者のフォローアップ

がんの長期生存者に対して、医療機関が定期的に経過観察を行うなどフォローアップ
を推進することを目的とする。

がんの長期生存者

がんの長期生存者に対するメンタルケアなど、積極的にフォローアップを行っているこ
とを診療報酬で評価するとともに、特に小児がんについては、小児がん登録に協力し
ている医療機関や成人の診療科での小児がんのフォローアップに対して加算するな
ど、新しい考え方を取り入れる。

がんの治療成績の向上に伴い、長期生存者が増加しているが、そのフォローアップに
伴う医療機関へのインセンティブが乏しく、特に小児がんの長期生存者については、
小児がん専門施設・診療科や成人の診療科でのフォローアップが不足している。

米国では、NCI（米国がん研究所）にOffice of Cancer Survivorship（がん経験者室）が
設置されるなど、海外ではがんの長期生存者に対する支援が広く行われており、国内
でもがん治療成績の向上に伴う長期生存者の増加に伴い、その必要性が認識されて
いる。

アンケートやタウンミーティングにおいて、がんの長期生存者に対する支援を求める意
見が出ている。

平成22年度診療報酬改定においては、反映されていない。評価の充実に向けて、引
き続き検討が必要である。

長期生存者の支援については、「特定疾患研究事業の見直し」〔C-37〕、「サバイバー
シップ・ケアプラン（がん経験者ケア計画）」〔A-40〕、「がん経験者支援部の設置」〔A-
50〕、「がんの社会学的研究分野の戦略研究の創設」〔A-67〕、「がん患者のQOL（生
活の質）向上に向けた研究の促進」〔A-68〕、「小児がんと希少がんに対する包括的
対策の推進」〔A-74〕などが、特に関係がある。
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■施策（診療報酬）提案シート

番号 項目

1 分野番号

2 分野名

3 施策番号

4 施策名

5 施策の概要（目的）

6 施策の概要（対象）

7
施策の概要（改定内容、
新たに評価する内容な
ど）

8 施策の概要（必要性）

9
有効性（学会のガイドライ
ンやエビデンスなどを含
め）

10 ニーズの状況

11
平成22年度診療報酬改
定における反映状況

12 「予算」「制度」との対応

13 備考

内容

11

疾病別（がんの種類別）の対策

B-29

リンパ浮腫

リンパ浮腫に対する診療報酬でのさらなる評価を行い、対象疾患と算定回数を拡大
し、外来でも評価することで、リンパ浮腫患者のケアを充実させることを目的とする。

リンパ浮腫を発症したがん患者

リンパ浮腫指導管理料について、子宮、前立腺、乳腺など一部の悪性腫瘍や治療に
対して入院中1回の算定に限られているが、対象疾患を悪性腫瘍全般に拡大し、放
射線治療後の患者にも適用するなど、対象疾患と算定回数を拡大するとともに、外来
においても評価する。

リンパ浮腫指導管理料は、対象疾患は子宮、前立腺、乳腺の悪性腫瘍などに限ら
れ、また入院治療に限られているが、他の悪性腫瘍に対する治療や放射線治療に
よって、リンパ節が切除またはリンパ管が細くなって発症する患者や、外来治療中に
発症する患者も多く、リンパ浮腫の病態や治療に即した対応となっていない。

平成6年～平成18年までに、原発性乳がんで腋窩郭清術を施行した798人の患者に
対し、平成18年9月～平成19年2月までの外来受診時にアンケート調査実施した結
果、202人（平均年齢56歳、手術後の経過年数の中央値は3年）より回答があり、退院
後6カ月以内のリンパ浮腫の発生割合は約6割（厚生労働省第155回中央社会保険医
療協議会診療報酬基本問題小委員会資料）。

アンケートやタウンミーティングにおいて、リンパ浮腫の診療報酬での評価の充実を求
める意見が出ている。

平成22年度診療報酬改定において、一定程度反映されたと考えられる。例として、
「外来での評価」は、「入院中にリンパ浮腫指導管理料を算定した患者であって、当該
保険医療機関を退院したものに対して、当該保険医療機関において、退院した日の
属する月又はその翌月にリンパ浮腫の重症化等を抑制するための指導を再度実施し
た場合に、１回に限り算定する」と改定された。ただし、「対象疾患と算定回数の拡大」
については、反映されていないため、患者・家族の要望を集約するとともに、必要な科
学的知見を集積し、評価の充実に向けて、引き続き検討が必要である。

治療に伴う副作用の軽減や、がん患者のQOL（生活の質）の向上については、「副作
用に対する支持療法のガイドライン策定」（A-37〕、「がん患者のQOL（生活の質」向
上に向けた研究の推進」〔A-68〕などが、特に関係がある。
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n 520 100.0%
協議会等の委員 474 91.2%
担当者や関係者 37 7.1%
両方に該当 6 1.2%
無回答 3 0.6%

n 474 100.0%
医師会など職能団体 71 13.7%
都道府県拠点病院 79 15.2%
地域がん拠点病院 193 37.1%
その他の病院 47 9.0%
診療所 2 0.4%
在宅緩和ケアスタッフ 2 0.4%
患者・家族・ボランティア 30 5.8%

上記以外の市民 2 0.4%
学者・研究者 11 2.1%
その他 35 6.7%
メディア・マスコミ関係者 2 0.4%

無回答 0 0.0%

■都道府県がん対策推進協議会等委員／がん対策担当者アンケートについて 

 

がん対策推進協議会では、「患者と現場、地域の声」を広く集約するため、都道府県のがん対策推進協議会

やがん診療連携協議会、都道府県庁のがん対策担当者などの関係者を対象とした「がん対策に関するアンケ

ート」を実施した。当集計結果は、記載された自由記述意見、およびがん対策予算ニーズ等に関する選択設

問の分析結果を報告するものである。国民のニーズに基づくがん対策の策定に向けた一助とされたい。 

 

 

がん対策推進協議会 

 

 

 

■アンケート実施概要 

・調査時期：2010年 1月～2010年 2月 5日 

・調査経路：1) 都道府県庁がん対策担当者経由の郵送・手渡し調査 

2) 特設ウェブサイトからの回答（パスワード化処理により対象を特定） 

・有効回答者数：520名 

 

◆回答者の所属内訳     ■協議会での立場内訳 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2



 

 

 

 

 

 

 

 

           

アンケート用紙（個票） 
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■自由記述回答集の表示形式について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*設問テーマは以下の順で列記 

1. がん対策全般 

2. がん計画の進捗・評価 

3. 放射線療法および化学療法の推進と、医療従事者の育成 

4. 緩和ケア 

5. 在宅医療（在宅緩和ケア） 

6. 診療ガイドラインの作成（標準治療の推進と普及） 

7. 医療機関の整備等（がん診療体制ネットワーク） 

8. がん医療に関する相談支援および情報提供 

9. がん登録 

10. がんの予防（たばこ対策） 

11. がんの早期発見（がん検診） 

12. がん研究 

13. 疾病別（がんの種類別）の対策 

*属性は以下の項目順に再統合のうえ列記 

1. 県庁担当者 

2. 患者関係者・市民（協議会委員） 

3. 行政府（協議会委員） 

4. 医療提供者（協議会委員） 

5. 学者・研究者（協議会委員） 

6. その他（協議会委員） 

 

 
 

 

 

 

設問テーマ 

未回答の場合は空欄 氏名・居住地について、 

非公開希望の場合は空欄 

小設問 

 
1.がん対策全般           

ID 属性 氏名 
回答者 

居住地 
現状の課題や問題点 

改善のアイデア 

予算について 診療報酬について 制度面について 

1 県庁担当者   山田太郎 宮城 ＊＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊ 

2 県庁担当者  
  

＊＊＊＊＊＊＊       
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自由記述 回答集 
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1.がん対策全般

予算について 診療報酬について 制度面について

1 県庁担当者 宮城

都道府県は三位一体改革以
後、国が交付税を大きくカット
することになったため、財源不
足に落ちている。補助事業の
割合を見直し、全て国費で対
応するような予算措置をお願
いしたい（以下予算に関する事
項は全て同意見）。

2 県庁担当者 若井 俊文 新潟
「がん研究」については、地方大学では予算や設備投
資が少ないため、十分な研究環境が整っていない。

3 県庁担当者 石川 治療に対して十分な報酬となっていない。
放射線治療への十分な診療報
酬。

4 県庁担当者 安藤 幸史 静岡 次第に改善されている。

5 県庁担当者 服部 正興 三重
がんで最も大きな課題は患者の無知である。自分もが
んになる前は全く無関心であった。

がん検診などを周知するために、入院費
用などを例でいいので、開示するとい
い。私の場合、開腹手術と3週間の入院
で40万円かかったが、化学療法などを含
めた場合いくらかかるかなど公示した方
が説得力がでる。行政としては、金額は
表示しにくいようであるが、医療費を抑制
しなければならないのは、世界的な流れ
で、何らかの方法で周知するべきであ
る。

6 県庁担当者 広島

国のがん対策基本法ができて、予算もがん患者の意
見を取り入れて編成されるようになったが、一般市民
への理解が得られているか疑問である。予算の概要を
市民にも分るように公開する努力が必要。

テレビや新聞での広報のほ
か、タウンミーティングの開催
や、町内会の回覧板までを
使って、きめ細かい広報をす
る。

激務の割りに医師の報酬は少
ないといわれている。アルバイ
トをしなくても、収入が得られる
ような給与体系によって、患者
が安心して治療が受けられる
ようにしてもらいたい。

各県ごとに「条例」を作らなくても、全国ど
こでも同じ治療を受けることができる体
制を作ってほしい。

7 県庁担当者

①国は、がん対策基本法の中で都道府県の責務を位
置づけしているが、都道府県に対する財政措置は、使
用目的が縛られた補助金であり、使いがってが悪い。
②国及び県は、推進計画やアクションプランを策定し、
がん検診受診率５０％を目標に様々な財政措置を行っ
ているが、がん検診の実施主体である市町村は５０％
を目標と定めおらず取組みが鈍い面もある。③平成２
０年の制度改正の影響で、特定検診とがん検診の同
時実施が進まず、双方の受診率が低下。

都道府県が地域の実情にあわ
せ自由裁量で必要ながん対策
が実施できるよう、総合的な補
助金（あるいは負担金）を設け
る。特に協議会の設置を条件
とした補助金は、協議会開催
のために膨大な事務量が発生
するため使いにくい。

②③がん検診の受診率向上のため、が
ん検診も特定検診のように各保険者に
実施を法的な義務付けとするのも方法
の一つ（応分の財政措置は必要）。

8 県庁担当者 予算の都合上、断念せざるを得ない施策がある。
国庫１０／１０の事業メニュー
の充実。

属性 氏名
回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID
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